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藤田彰久教授略歴・著作目録
〔略歴〕
昭和4年1月26日 広島県呉市に生まれる（海軍のエンジニアであった父正久の
転任にともない東京へ転居，昭和10年4月，杉並区立第一尋
常高等小学校入学）
昭和16年3月 横須賀市立豊島尋常高等小学校卒業（神奈川県立横須賀中学
昭和20年 3月
昭和24年 3月
昭和25年4月
昭和29年11月
昭和35年 1月
昭和37年 5月
昭和39年 4月
昭和39年 4月
昭和42年 5月
昭和45年4月
昭和47年 1月
昭和47年4月
校入学）
愛知県立豊橋中学校卒業（戦時中で一年繰り上げ卒業となっ
たが勤労動員はそのまま続けられ，終戦後補習授業が行われ
た）
官立横浜工業専門学校（現横浜国立大学工学部）機械工学科
卒業
大阪府立産業能率研究所（現大阪府立産業開発研究所）研究
生
大阪府技術吏員（大阪府立産業能率研究所勤務，研究職）
米国国務省国際協力局長期研修生として Maynard
Research Councilへ留学
大阪府立産業能率研究所事務管理課長
大阪府立産業能率研究所生産管理課長
大阪大学非常勤講師（工業教員養成所「生産管理」昭和43年
度まで）
大阪府立産業能率研究所生産管理部長心得
大坂府立大学非常勤講師（工学部「経営工学特殊講義第1」
昭和49年度まで）
国立高知工業高等専門学校非常勤講師（集中講義「生産工学」
昭和59年度まで）
大阪府立産業能率研究所生産管理部長
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昭和50年12月
昭和52年4月
昭和53年4月
昭和53年7月
昭和53年10月
昭和54年10月
昭和55年10月
昭和56年 6月
昭和56年10月
昭和57年 1月
昭和57年4月
昭和57年5月
昭和57年10月
昭和58年5月
昭和58年10月
昭和61年4月
昭和62年 4月
昭和62年10月
昭和62年10月
昭和62年10月
昭和63年10月
昭和63年10月
昭和63年10月
平成元年3月
大阪府立産業能率研究所工業経営部長（組織変更）
関西大学商学部専任講師
関西大学商学部教授
大阪府巡回技術指導員（昭和57年3月まで）
関西大学一般教育等研究センター研究員（昭和54年9月ま
で）
学生部長代理（昭和55年9月まで）
商学部長代理（昭和56年9月まで）
大阪府技術アドバイザー（「生産管理分野」昭和59年3月ま
で）
学部学生相談主事（昭和57年9月まで）
関西生産性本部評議員（現在に至る）
関西大学経済・政治研究所研究員（昭和61年3月まで）
吹田市中央公民館運営審議会委員（昭和58年4月まで）
関西大学教学充実計画委員会委員（昭和59年9月まで）
吹田市社会教育委員（昭和61年5月まで）
関西大学人権問題委員会委員（昭和59年9月まで）
関西大学在外研究員としてカリフォルニア大学バークレイ
校（客員研究員）を基地に欧米の日系企業海外生産実態を中
心に調査研究
関西大学経済・政治研究所研究員（平成3年3月まで）
商学部長（昭和63年9月まで）
関西大学大学協議会協議員（昭和63年9月まで）
学校法人関西大学評議員（昭和63年9月まで）
関西大学国際交流（助成基金助成）委員（平成元年9月まで）
学部学生相談主事（平成元年9月まで）
関西大学大学院委員（平成2年9月まで）
吹田市特別土地保有税審議会委員（現在に至る）
平成 2年 8月
平成 3年11月
平成 3年 4月
平成5年6月
平成 8年 5月
平成8年10月
平成8年10月
平成10年4月
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関西大学在外調査員としてルーヴァン・カトリック大学およ
びカリフォルニア大学・バークレイ校（客員研究員）を基地
に欧米H系企業海外生産実態等を調査研究
日本能率協会関西地域評議員［平成 6年11月以降副議長］（平
成 9年10月まで）
関西大学人学試験主事（平成5年 3月まで）
関西大学大学協議会協議員（平成 7年 5月まで）
関西経営システム協会副会長（現在に至る）
関西大学学術研究助成基金助成委員（平成10年9月まで）
関西大学重点領域研究助成委員（平成10年 9月まで）
関西大学大学院委員（平成10年 9月まで）
（ほかに，国際協力事業団，アジア生産性機構，中小企業事業団・中小企業大学校， H 
本生産性本部経営アカデミー， H本能率協会，関西生産性本部，関西経営システム協会，
関西経済連合会，大阪高等技術研修所，大阪工業会，大阪府経営合理化協会，大阪府工
業協会，大阪府立産業開発研究所等の公共的研修・交流・指導事業や大阪府品質管理優
良企業知事表彰審査（昭和42年度から平成10年度）などの公的指導事業に携わる）
【受賞等】
昭和48年6月
昭和49年3月
平成8年 6月
日本 IE貢献賞（日本インダストリアル・エンジニアリング
協会）
優良中小企業診断士として通商産業大臣表彰
日本IE文献賞（日本インダストリアル・エンジニアリング
協会）
［所属学会・専門団体］
日本経営学会
H本経営工学会
組織学会
オフィス・オートメーション学会
208 (1174) 
国際ピジネス研究学会
関西生産性本部
関西経営システム協会
大阪府経営合理化協会
大阪府品質管理協会
日本ロジスティクス・システム協会
日本MH協会
人材開発協会
著作目録
【著書】
新版IEの基礎
【編著・監修共著】
I Eの基礎
戦略的統合生産システム
【共著・分担執筆］
企業診断ハンドブック工業編上巻
現代経営工学概論
【共訳］
建吊社
好学社
日刊工業新聞社
同友館
オーム社
1978年 1月
1969年11月
1993年11月
1962年 3月
1983年2月
経営の過程(Newman/Summer,The 13本生産性本部 1965年 4月
Process of Management) (アメリカ
経営学全書2, 3) 
【論文】
活字高さの実態に関する一考察
生産管理における間題点と対策
印刷時報第120号 1952年5月
大阪府立産業能率研究所創立35 1960年10月
周年記念論集
IEの役割とわれわれの態度 産業能率第50号 1961年 5月
ある同族会社のリーダーシップに関す 第17回全国能率大会研究論文集 1965年 6月
る一考察
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モダン IEについて 産業能率第103号 1965年10月
工場計画における問題点と指導方法 昭和41年度全国診断研究会論文集 1966年10月
IEー 管理的エンジニアリングの再確 オペレーションズ・リサーチ第14 1967年12月
認 巻第12号
生産効率化へのエンジニアリング・ア 産業能率第155号 1970年2月
プローチ
省力化投資とその効果測定（共同執筆） 産業能率 第179号 1972年2月
マテリアル・ハンドリングの論理に関 大阪府立産業能率研究所産業能率 1972年3月
する一考察 論集No.5 
生産性の測定と知識集約化の評価方法企業診断 1973年12月
（共同執筆）
ワーク・システムにおける人間問題に 産業能率第204号 1974年3月
ついて
生産効率化の課題と展望 大阪府立産業能率研究所創立50周 1975年12月
年記念論集
生産活動における余裕の構成と意味に 関西大学商学論集 第22巻第3- 1977年10月
ついて一人間に関する余裕を中心に 4号
"The Structure of Allowances and Kansai University Review of 1980年12月
its Meanings in Production Works Economics and Business, Vol.9, 
from Human Aspects point of Nos.1-2 
view " 
生産効率化への若千の考察ートヨタ生 関西大学商学論集第26巻第5号 1981年12月
産方式を中心に(1)
生産効率化への若干の考察ートヨタ生 関西大学商学論集第27巻第5号 1982年12月
産方式を中心に(2)
"Fundamental Approaches to Total Kansai University Review of 1982年12月
Productivity Management: Citing Economics and Business, Vol.11, 
Toyota Production System as an No.2 
Instance (1)" 
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生産効率化への若干の考察ートヨタ生 関西大学商学論集 第28巻第2号 1983年6月
産方式を中心に(3)
生産効率化への若干の考察ートヨタ生 関西大学商学論集 第28巻第4号 1983年10月
産方式を中心に(4)
生産効率化への若干の考察ートヨタ生 関西大学商学論集 第28巻第5号 1983年12月
産方式を中心に(5)
"Fundamental Approaches to Total Kansai University Review of 1983年12月
Productivity Management: Citing Economics and Business, Vol.12, 
Toyota Production System as an Nos.1-2 
Instance (2)" 
"Fundamental Approaches to Total Kansai University Review of 1985年 3月
Productivity Management: Citing Economics and Business, Vol.13, 
Toyota Production System as an Nos.1-2 
Instance (3), (4), (5)" 
経営戦略的視点と地域経済 関西大学経済政治研究所研究双書 1986年 3月
第61冊
「国際生産」をめぐる諸問題ー技術と H本経営学会経営学論集 第59集 1989年9月
人材を中心に
"Production Engineering as the Cre- Kansai University Review of 1989年9月
ator of New Corporate Cultures Economics and Business, Vol.18, 
f orOverseas Operat10ns No.I. 
「国際生産」における新カルチェアの 関西大学商学論集 第34巻第4号 1989年10月
創出と生産技術
国際生産における企業文化と組織紬合 関西大学商学論集 第34巻第5号 1989年12月
"Creating New Corporate Culture Kansai University Review of 1990年3月
through Organizational Fusion Economics and Business, Vol.18, 
Process in Overseas Operations" No.2. 
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"A Rationale for the'Japanization'IEEE Engineering Manage- 1991年
Summer 
of Operations" (上記二編がIEEE ment Review, Vol.19, No.2 
に注目され一部修正提出したもの：
題名は先方）
国際生産のシナリオについて一1990一 日本経営学会経営学論集第62集 1992年9月
91年欧米日系企業実態調査から
グローバル生産と生産文化（その 1) 関西大学商学論集 第37巻第3- 1992年10月
ー一般的背景事情 4合併号
"A Rationale and Some Considera- Kansai University Review of 1993年3月
tions for the Japanization of Over- Economics and Business, Vol.21, 
seas Operations : Fundamental Nos.1-2. 
Matters in Cultural Segments of 
Production Activity" 
H. EmersonとC.B.Goingー エマソン 関西大学商学論集第38巻第3-4 1993年10月
の「豊臣秀吉論」的日本経営観とゴ合併号
ーイングの「コオーデイネイション」
を中心に
生産文化を考える一生産文化と生産技 IEレピューVol.36,No.2. 1994年5月
術，組織融合，そして変化のマネジ
メントー
生産管理と生産の意味について一財の 関西大学商学論集 第42巻第3号 1997年8月
生産とサービスの生産一
生産文化ー文化としての，文化づくり 関西大学商学論集 第43巻第1号 1998年4月
としての生産一
生産環境の変化と生産文化 日本経営学会経営学論集 第68集 1998年9月
リサイクルかメンテナンスか一「持続 関西大学商学論集 第43巻第4号 1998年10月
可能な発展」と生産文化一
【辞典（項目執筆）】
経営経済学辞典 ミネルヴァ書房 1966年5月
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ポケット経済・経営外来語辞典
経営学大辞典（第2版）
有斐閣
中央経済社
1981年6月
1998年10月
（予定）
【資料・書評・巻頭言等】
運搬管理 大阪府立産業能率研究所資料「経 1955年
営健全化の手引き」
物の取り扱いとその流れ 商工振興100号記念「マネジメント 1958年
読本」
気質による人の扱い方（抄訳） 大阪府立産業能率研究所経営資料 1961年
No. 27. 
プラントレイアウトの理論と実際(2) 産業能率 第52号
プラントレイアウトの理論と実際(3) 産業能率 第53号
プラントレイアウトの理論と実際(4) 産業能率 第54号
プラントレイアウトの理論と実際(5) 産業能率 第55号
運搬と工程管理 運搬荷役の理論と運用第8巻
みんなで考えよう作業改善 大阪府経営合理化協会
経営情報科学の課題と展望 工業第205号
省力化への基礎的アプローチ 産業能率第167号
生産効率化とマテリアル・ハンドリン 技術と企業Vol.8,No.4. 
グ
省力化診断レポート（共同執筆） 産業能率 第179号
F. Gryna Jr. 「品質コスト：使用者対 中小企業と品質管理第8号
製造者」（抄訳）
1961年7月
1961年8月
1961年 9月
1961年10月
1962年 4月
1968年8月
1969年4月
1971年2月
1971年4月
1972年2月
1977年11月
続， 1980年代の経営工学を探る
古川光「生産工学」（書評）
日本経営工学会誌Vol.38,No.3. 1977年12月
トヨタ生産方式の功罪
前史「関西 IE協会の活動」
I Eレビュー Vol.23, N o.4. 
工場管理第24巻第13号
関西経営情報科学協会
まずマテハンの確認から始めよう（共 日本HR協会
同執箪）
1977年12月
1978年11月
1979年10月
1979年12月
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「80年の経営」海外チーム報告書（共 関西経営情報科学協会 1980年10月
同執筆）
管理技術とライフサイクル（巻頭言） IEレピュー Vol.22,No.I. 1981年3月
福田龍二「管理技術開発のすすめ」（書標準化と品質管理Vol.35,No.10. 1982年10月
評）
高知県機械金属関連工業と企業誘致高知県 1984年3月
（共著）
研究開発管理に関する調査報告書（共 H本経営工学会 1984年9月
同執筆）
生産性向上運動の現状と課題（共同執 関西生産性本部 1984年11月
筆）
企業経営と地域経済 関西大学経済・政治研究所「調査 1985年12月
と資料」第58号
米国における TPM経営戦略（共同執 関西生産性本部 1987年2月
箪）
欧米企業とのジョイントでのポイント 合理化 第28巻第10号 1987年10月
サービスの生産と IE-IE再考（巻 I Eレピュー Vol.29,No.I. 1988年3月
頭言）
新・国際時代の労務管理（巻頭言） 合理化第29巻第 8号 1988年8月
「国際生産」成功の諸条件 工業経営研究 第1-2合併号 1988年10月
「トップには現地人を」でほんとうに 中部ニュース10月号 1988年10月
いいのか
経営工学とその教育 日本経営工学会経営工学本質・体 1988年
系研究部会
起業家精神はどこから生まれるのか 合理化第30巻第4号 1989年4月
訪欧経済経営視察団報告書（共同執筆） 関西生産性本部•関西経営システ 1990年10月
ム協会
戦略的コオーテ~ィネイションと IEr- I Eレピュー Vol.33,No.I. 1992年3月
C.B. ゴーイングに学ぶ（巻頭言）
厳しくなる PLへの対応（巻頭言） 合理化第34巻第 7号 1993年7月
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ゴーイングの「Principleof lndutrial 日本経営工学会経営システム 1995年 1月
Engineering」（経営工学の古典） Vol.4, No.4. 
植木哲／森健一他「現代PL法の実務 関大通信 1995年3月
解説」（書評）
国際企業における H本的経営一異文化関西大学商学論集 第43巻第3号 1998年8月
間組織の方法論（抄訳）
（なお，随筆類および大阪府立産業能率研究所在職中の診断指導報告書•関連資料等，
文献紹介等は省略した）
